





































































製品，価格，流通，プロモーションという従来の 4 P に，サービスの特徴に
対応した人材，提供過程，物的環境要素の 3 つを加えた 7 P である（Zeithaml 
and Bitner, 1990）．最終的に近藤は， 4 軸から「客観的な信用情報」を除い
た 3 つの軸から評価項目を再構成し，結果品質，過程品質，道具品質，費用






























































































（Cronin and Taylor, 1992）や，サービス品質と顧客満足の違いは明確では
ない（Fisk, Brown, and Bitner, 1993）という指摘もある．
　また，サービス品質と顧客満足の関係性に加え，顧客満足の末にもたらさ






























































と環境によって決定づけられるとした Lee et al.（2015）や，ジャズフェス
ティバルについて満足度に効果があるのは機能的価値で，ロイヤルティに効

























　以上のような特徴を踏まえ，Ⅱ− 1 と 2 の先行研究を参考に，本研究では
JCSI のモデルを柱として仮説モデルを設定する．JCSI のモデルは累積的満
足を採用しているが，ここではそのままの適応は難しいと考える．一つには，










JCSI も SERVQUAL も期待−不一致モデルをベースとしているが，事前に
期待を聞くことでバイアスがかかるという指摘もあり，期待値を取る必要は
なく，顧客が実際にサービスを利用して知覚した評価のみを利用するべきだ





























































来年も，GW の行楽として LFJ を第一候補にあげたいですか
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体の推奨意向として 2 つの測定項目を設定した．ロイヤルティは，利用継続，





















































性（62.6％）とほぼ 1 対 2 となった．年齢層は50代（33.6％），40代（32.7％）
の順に多かった．
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（図表 7 ）．第 1 因子が，雰囲気，食事情，スタッフ，無料イベント，丸の内





で，第 2 因子が10.98％，1.42，第 3 因子が8.60％，1.11，第 4 因子が7.47％，












1 雰囲気 0.804 0.58 0.453 0.441 0.656
2 食事情 0.668 0.361 0.337 0.306 0.455
3 丸の内 0.658 0.498 0.343 0.397 0.449
4 無料イベント 0.642 0.401 0.433 0.366 0.42
5 スタッフ 0.641 0.396 0.399 0.346 0.413
6 3 日間 0.528 0.888 0.354 0.408 0.791
7 スタイル 0.488 0.787 0.355 0.365 0.62
8 GW 開催 0.443 0.565 0.264 0.283 0.333
9 演奏曲 0.428 0.346 0.868 0.437 0.757
10 出演者 0.441 0.332 0.722 0.457 0.529
11 テーマ 0.466 0.332 0.661 0.356 0.452
12 コスパ 0.509 0.452 0.5 0.988 0.976
13 チケット手頃 0.391 0.341 0.429 0.704 0.502
寄与率（%） 41.101 10.983 8.608 7.471















子分析を行った（最尤法による推定）．χ2 値は588.215で有意（p ＜ .01）を







推 奨 さ れ て い る（豊 田，2007）． 今 回 の モ デ ル で は，CFI=0.967，
RMR=0.024，GFI=0.958，AGFI0.939，RMSEA=0.048といずれの適合度も




























3 日間開催しているので行きやすい 4.63 0.649 0.77 0.80 0.57 0.45 0.30
朝から晩まで複数の会場でコンサー
トがあるというスタイルが良い 4.67 0.625
GW に開催しているので行きやすい 4.50 0.800
付加価値
要素

























思いますか 4.61 0.651 0.82 0.87 0.73 0.64 0.41
来年も GW の行楽として LFJ を第
一候補にあげたいですか 4.42 0.821
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≥ 0.5）と AVE（average variance extracted ≥ 0.50）の基準を上回ってい
ることから，収束妥当性の基準も満たしていると言える（Bagozzi and Yi, 
1988 ; Fornell and Larcker, 1981）．弁別妥当性については，基準のひとつで
ある ASV（average shared square variance < AVE）においては中心価値
要素がわずかに条件を満たしていなかったものの，MSV（maximum 
shared squared variance < AVE）は基準を満たしているため，許容の範囲
内と判断した（Fornell and Larcker, 1981）．図表 8 に，測定項目とその信
頼性および妥当性，図表 9 に構成概念間の相関係数を示した．
Ⅲ― 3 ．分析結果
①仮説 1 ～ 7 の検証
　Ⅲ― 2 で確認した構成概念を使用した全体モデル（図表10）の推定を行っ
た．適合度指数は，χ2 値は722.97で有意（p ＜ .01）を示し，自由度は139で，
χ2 /df. は5.20となったが，こちらはまたデータ数の多さを反映しているとみ
られる．CFI=0.958，RMR=0.029，GFI=0.949，AGFI0.930，RMSEA=0.053




構成概念 1 2 3 4 5 6 7
1  中心価値要素 1
2  付随価値要素 0.45 1
3  付加価値要素 0.59 0.67 1
4  コスト要素 0.57 0.48 0.56 1
5  顧客満足 0.75 0.54 0.69 0.58 1
6  推奨意向 0.57 0.54 0.66 0.53 0.76 1



































































































































中心価値要素 0.416 *** 0.239 *** 0.512 *** 0.326 *** 0.472 *** 0.449 *** 0.377 ***
付随価値要素 0.128 *** 0.134 * 0.102 ** 0.238 *** 0.091 * 0.198 *** 0.048 ***
付加価値要素 0.329 *** 0.421 *** 0.284 0.301 *** 0.331 *** 0.304 *** 0.373 ***
費用 0.121 *** 0.194 *** 0.093 ** 0.123 * 0.099 ** 0.093 * 0.139 ***
推奨意向← 顧客満足 0.784 *** 0.844 *** 0.749 *** 0.747 *** 0.795 *** 0.809 *** 0.753 ***
ロイヤルティ←
顧客満足 0.671 *** 0.694 *** 0.699 *** 0.689 *** 0.667 *** 0.686 *** 0.662 ***
推奨意向 0.183 *** 0.204 * 0.158 ** 0.155 * 0.193 *** 0.163 * 0.197 ***
適合度指標
χ2 722.974 *** 936.881 *** 936.251 *** 893.297 ***
d.f. 139 278 278 278
CFI 0.958 0.953 0.953 0.955
RMR 0.029 0.033 0.031 0.033
SRMR 0.404 0.047 0.0487 0.0452
GFI 0.949 0.934 0.936 0.938
AGFI 0.93 0.91 0.912 0.915











































































































































スが懸念される（Im and Workman, 2004）．そのため，Harman’s Single 
Factor 検定を行った（Podsakoff and Organ, 1986）． 7 つの構成要素（質問
項目の合計数19）を用いて，固有値 1 以上を因子抽出の条件とする探索的因
子分析（回転なし）を行ったところ， 4 つの因子が抽出され，第 1 因子の寄
与率は38.53% であった．そのため，分析データにおいてコモン・メソッド・
バイアスは問題とならないことが確認できた．
7 ） 小 学 生 以 下 の 子 供 が い る 母 集 団 の 適 合 度 は，CFI=0.947, GFI=0.899, 
AGF=I0.853, RMSEA=0.057だった．
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